
役員等報酬及び費用弁償規程 

 

第１条  この規程は、社会福祉法人芳梅会（以下『法人』という。）定款第８条及び第２１条、評議員選任・解任委員

会運営規則第６条に基づき、評議員、役員及び評議選任・解任委員（以下『役員等』という。）の報酬及び費

用弁償に関する事項を定める。 

 

第２条  この規程は本法人の用務（理事会、評議員会、評議員選任・解任委員会並びに監事監査等、理事長報

酬）のため出席した理事長、理事、評議員、監事、評議選任・解任委員に対して適用する。ただし、理事長の

場合は、理事長報酬の中に理事会等報酬を含める。また役員等が職員である場合は、これを支給しない。 

   

第３条  出席者（理事、監事、評議員、評議選任・解任委員）に対し 1 日に付￥１０，０００を支給する。 

          別表１ 

第４条 出席者（監事監査等）に対し１日に付￥２０，０００を支給する。 

                                                 別表２ 

第５条 費用弁償額は、役員等の居住地から計算し、交通費の実費額とする。 

                                              別表１ 

第６条 理事長及び業務執行理事に対して別表３により報酬を支給する。 

報酬は、当該月分を翌月２０日（支給日が銀行休業日の場合は、前営業日）に支払う。 

                                               別表３ 

第７条 役員等が、法人業務のため出張する場合の旅費交通費、宿泊料は別に定める旅費規程によるものとし、

日当は別表４により支給する。ただし理事長の日当は前条の報酬に含む。 

 

第８条 法人は、この規程をもって、社会福祉法第５９条の２第１項２号に定める報酬等の支給の基準として公表す

る。 

 

第９条 この規程の改廃は、評議員会の承認を受けて行う。 

 

第１０条 この規程の定めるもののほか、必要な事項が発生した時は理事長が理事会の決議を経て、別に定める。 

 

  別表１（第３条）（第５条） 

   名   称     報  酬     交通費 

理事会、評議員会、評議員選

任・解任委員会出席報酬 
    ￥１０，０００ 

法人の事業所所在の市町村 

一律￥３，０００ 

その他 実費 

  ※評議員については、定款の定めとの整合性について留意が必要 

   （定款の定めより高額となる場合には、定款変更が必要） 



別表２（第４条）  別表１（第５条） 

   名   称     報  酬     交通費 

監事監査等報酬    ￥２０，０００ 

法人の事業所所在の市町村 

一律￥３，０００ 

その他 実費 

  別表３（第６条）（第１０条） 

名   称 月次報酬 賞与 交通費 その他の条件 

理事長報酬 

月額の上限は 

￥４００，０００ 

正職員給与規程 

第８条による 
実 費 

但し、月次報酬及び賞与は

経営状況及び職務執行の

状況等により理事会の決議

を経て定める 

年間の報酬総額の上限は¥6,400,000 円

とする 

同 上 月額 ￥５０，０００ 職員として支給 同 上 
施設の長他の重要な職員

が兼務した場合（常勤） 

業務執行理事報酬 

月額の上限は 

￥３００，０００ 

正職員給与規程 

第８条による 
同 上 

但し、月次報酬及び賞与は

経営状況及び職務執行の

状況等により理事会の決議

を経て定める 
年間の報酬総額の上限は¥4,800,000 円

とする 

同 上 月額 ￥２０，０００ 職員として支給 同 上 
施設の長他の重要な職員

が兼務した場合（常勤） 
  別表４（第７条） 

   名   称     日   当     旅費交通費・宿泊料 

   日   当 
半日 ￥３，０００ 

旅費規程による 
１日 ￥５，０００ 

  ※評議員の日当については、定款の定めとの整合性について留意が必要 

（令和 ３ 年 ７ 月 １ 日より適用） 

 

附則 

この規程は、平成 ４年 ４月 １日より施行する。 

        平成１３年１２月１１日一部改正 

        平成１９年 ５月２５日一部改正 

        平成２４年 ３月２８日一部改正 

        平成２９年 ３月２９日一部改正 

        平成２９年 ６月２７日一部改正 

        平成３０年 ６月２５日一部改正 

        令和元年 ６月２６日一部改正 

        令和 ３年 ６月２３日一部改正 

ただし、第６条の改正は、 
     令和 ３年 ７月 １日から施行する。 


